
島 根 県 報
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地方自治法 (昭和��年法律第��号) 第���条第�項の規定により､ 平成��年��月��日に島根県議会で認定された平成��

年度島根県病院事業会計決算を､ 監査委員の意見と併せて､ 次のとおり公表する｡

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

平成��年度島根県病院事業会計決算

� 収益的収入及び支出

収 入

号外第	号 平成��年�月��日 (�)

区 分

予 算 額

決 算 額

予算額に比

べ決算額の

増減

備 考

�うち仮受消
費税及び地
方消費税

�
当初予算額 補正予算額

地方公営企業
法第�
条第�

項の規定によ
る支出額に係
る財源充当額

合 計

円 円 円 円 円 円 円
第�款 中央病院事業収益

第�項 医 業 収 益

第�項 医 業 外 収 益

第�項 特 別 利 益

第�款 湖陵病院事業収益

第�項 医 業 収 益

第�項 医 業 外 収 益

第�項 特 別 利 益
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平成��年度島根県病院事業会計決算 (医 療 対 策 課) �
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平成��年度島根県公営企業会計決算 ��
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平成��年�月��日 (火)
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(毎週火・金曜日発行)
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島 根 県 報

支 出

� 資本的収入及び支出

収 入

号外第�号 平成��年�月��日(�)

区 分

予 算 額

決 算 額

地方公営
企業法第
��条第�
項の規定
による繰
越額

不 用 額

備 考

�うち仮払消
費税及び地
方消費税

�
当初予算額 補正予算額

予備費

支出額

流 用

増減額

地方公営
企業法第
��条第�
項の規定
による支
出額

小 計

地方公営
企業法第
��条第�
項の規定
による繰
越額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
第	款 中央病院事業費用

第	項 医 業 費 用

第�項 医 業 外 費 用

第�項 特 別 損 失

第�項 予 備 費

第�款 湖陵病院事業費用

第	項 医 業 費 用

第�項 医 業 外 費 用

第�項 特 別 損 失
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区 分

予 算 額

決 算 額
予算額に比べ

決算額の増減

備 考

�うち仮受消
費税及び地
方消費税

�
当初予算額 補正予算額 小 計

地方公営
企業法第
��条の規
定による
繰越額に
係る財源
充当額

継続費逓
次繰越額
に係る財
源充当額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円
第	款 中央病院資本的収入

第	項 企 業 債

第�項 一般会計出資金

第�項 固定資産売却代金

第�項 他 会 計 補 助 金

第�項 国 庫 補 助 金

第�款 湖陵病院資本的収入

第	項 企 業 債

第�項 一般会計出資金
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島 根 県 報

支 出

※中央病院資本的収入額が､ 中央病院資本的支出額に不足する額�����������円は､ 過年度分損益勘定留保資金�����	�����

円及び当年度分消費税資本的収支調整額�������円で補てんした｡

号外第
号 平成��年�月��日 (�)

区 分

予 算 額

決算額

翌年度繰越額

不用額

備 考

�うち仮払消
費税及び地
方消費税

�
当初予算額 補正予算額

流
用
増
減
額

小 計

地方公営企
業法第�条
の規定によ
る繰越額

継
続
費
逓
次
繰
越
額

合 計

地方公営企
業法第�条
の規定によ
る繰越額

継
続
費
逓
次
繰
越
額

合計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
第�款 中央病院資本的支出

第�項 建 設 改 良 費

第�項 企 業 債 償 還 金

第�項 国庫補助金返還金

第�款 湖陵病院資本的支出

第�項 建 設 改 良 費

第�項 企 業 債 償 還 金
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島 根 県 報

平成��年度島根県病院事業会計損益計算書

(平成��年�月�日から平成��年�月��日まで)

号外第�号 平成��年	月

日(�)

�. 医 業 収 益

� 入 院 収 益

� 外 来 収 益

� そ の 他 医 業 収 益

	. 医 業 費 用

� 給 与 費

� 材 料 費

� 経 費

� 減 価 償 却 費

� 資 産 減 耗 費

� 研 究 研 修 費

医 業 損 失

�. 医 業 外 収 益

� 受 取 利 息 配 当 金

� 他 会 計 補 助 金

� 補 助 金

� 負 担 金

� 患 者 外 給 食 収 益

� そ の 他 医 業 外 収 益

�. 医 業 外 費 用

� 支払利息及び企業債取扱諸費

� 患 者 外 給 食 材 料 費

� 繰 延 勘 定 償 却

� 雑 損 失

経 常 損 失

�. 特 別 利 益

� 固 定 資 産 売 却 益

� 過 年 度 損 益 修 正 益

. 特 別 損 失

� 固 定 資 産 売 却 損

� 過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

円
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島 根 県 報

平成��年度島根県病院事業剰余金計算書

(平成��年�月�日から平成��年�月��日まで)

平成��年度島根県病院事業欠損金処理計算書

号外第�号 平成��年	月

日 (�)

欠 損 金 の 部

Ⅰ 欠 損 金

�. 前 年 度 未 処 理 欠 損 金

	. 前 年 度 欠 損 金 処 理 額

繰 越 欠 損 金 年 度 末 残 高

�. 当 年 度 純 損 失

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

円

�����
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�����
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�

������������

����
���������

資 本 剰 余 金 の 部

Ⅰ 受 贈 財 産 評 価 額

�. 前 年 度 末 残 高

	. 当 年 度 発 生 高

�. 当 年 度 末 残 高

Ⅱ 補 助 金

�. 前 年 度 末 残 高

	. 当 年 度 発 生 高

�. 当 年 度 処 分 額

�. 当 年 度 末 残 高

Ⅲ 他 会 計 補 助 金

�. 前 年 度 末 残 高

	. 当 年 度 発 生 高

�. 当 年 度 末 残 高

Ⅳ そ の 他 資 本 剰 余 金

�. 前 年 度 末 残 高

	. 当 年 度 発 生 高

�. 当 年 度 末 残 高

翌 年 度 繰 越 資 本 剰 余 金

円
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�. 当 年 度 未 処 理 欠 損 金

	. 欠 損 金 処 理 額

�. 翌 年 度 繰 越 欠 損 金

円
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島 根 県 報

平成��年度島根県病院事業会計貸借対照表

(平成��年�月��日)

号外第�号 平成��年�月		日(�)

資 産 の 部


. 固 定 資 産

� 有 形 固 定 資 産

イ 土 地

ロ 建 物

建 物 減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 築 物

構築物減価償却累計額

ニ 器 械 備 品

器械備品減価償却累計額

ホ 車 両

車 両 減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

� 無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権

ロ そ の 他 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

�. 流 動 資 産

� 現 金 預 金

� 未 収 金

� 貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

�. 繰 延 勘 定

� 控 除 対 象 外 消 費 税

繰 延 勘 定 合 計

資 産 合 計

円
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負 債 の 部

�. 固 定 負 債

� 長 期 借 入 金

� 引 当 金

固 定 負 債 合 計

�. 流 動 負 債

� 未 払 金

� そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計
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島 根 県 報

平成��年度島根県病院事業会計決算について監査委員の審査意見

� 審査の結果

審査に付された各事業会計の決算報告書及び附属資料は､ 地方公営企業法等関係法令に基づいて作成されその計数は

正確であり､ 経営に係る事業の管理は､ 地方公営企業の経営原則に従っておおむね適正に行われているものと認めた｡

� 審査意見

� 中央病院

中央病院は､ 県内全域をエリアとした三次医療機関であり､ 県内最高水準の医療を提供するとともに､ 救命救急セ

ンターとしての機能やへき地医療への支援など､ 県民が安心して暮らしていくために重要な役割を果たしている｡

当年度の総収益は､ ���億���万円余で､ 前年度に比べて���	�万円余 (△�
�％) の減となり､ 総費用は���億��	�

万円余で､ 前年度に比べて�億�����万円余 (△
％) の減となった｡

その結果､ 当年度の純損失は��億����	万円余となり､ 前年度に比べて�億��	�万円余改善されたが､ 当年度未処

理欠損金は��億�����万円余となった｡

その結果､ 償却前利益は前年度の�億��	万円余に対し､ �億��万円余増加し今年度は�億���万円余となった｡

医業収益は��億�����万円余で､ 入院患者数は微増したものの外来患者数が前年度に比べて�千人余り (△�
�％)

減少したが､ 診療報酬の加算制度の活用､ 新規入院患者の増などにより､ 前年度に比べて�億���万円余 (
�％) の

増収となった｡ 医業費用については��億�����万円余で､ 委託契約内容等の見直しなどによる費用抑制策に積極的に

取り組む一方､ 職員給与費の削減等もあり､ 前年度に比べて�億�����万円余 (△�
�％) の減となった｡ その結果､

医業損益が前年度に比べ�億��万円余と大幅に改善されたことを評価する｡

なお､ 昨年度意見を述べた次の事項については改善措置がとられたことを評価するとともに､ なお一層の推進を期

待したい｡

号外第�号 平成��年�月日 (�)

資 本 の 部

�. 資 本 金

� 自 己 資 本 金

� 借 入 資 本 金

イ 企 業 債

資 本 金 合 計

�. 剰 余 金

� 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額

ロ 補 助 金

ハ 他 会 計 補 助 金

ニ そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

� 欠 損 金

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

円

�����������	��

�	������	�

����������	�

�����������

������	��	

�������������

円

��������������

�����������	��

�		��������	

�������������

円

�	�����	���	

△	�����������

�������	���	��

�������������
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・ 平成��年��月に ｢第�次経営健全化推進プラン｣ を策定し､ メリットシステムの導入､ 病院の経営状況説明など

による職員意識改革の取り組みを行い､ 院長のリーダーシップのもと職員が一丸となって経営の健全化に取り組ん

だ｡

・ 統合情報システム関連業務の見直しによる経費節減や診療材料消費管理業務委託､ 設備運転業務委託､ 白衣等賃

貸借契約を長期契約に改めるなど経費節減に努めた｡

しかしながら､ 国の総医療費抑制策が続く中､ 平成��年度から新たに発行する企業債の償還に係る一般会計の繰

り出し基準が､ ���から���に改められ､ その結果､ 病院負担が増加することとなる｡ また､ 今後､ 退職者の増加

等による経費の増大も見込まれ､ 経営環境は更に厳しくなり､ 益々の経営健全化努力が必要になってくる｡

また､ 平成��年�月に示された ｢中期財政改革基本方針骨子｣ において､ 企業会計についても一般会計からの負

担のあり方を見直す一方､ 経営の合理化､ 効率化を図ることとされているなど､ 県立病院はこれまで以上に自らの

責任に基づく自立的運営が求められている｡ 従って､ 次の点を踏まえた対策を講ずる必要がある｡

�) 今後の病院経営に当たっては､ ｢第�次経営健全化推進プラン｣ の中で平成��年度実施とした項目で取り組みが

されていない診療科別原価計算の推進及び医師の人事評価制度の導入検討等については､ 速やかに検討のうえ実施

する必要がある｡

また､ 病院運営を取り巻く厳しい状況等を考慮し､ 実施	目標
年度の見直しを行い､ 可能な限り早期実施に努め

るとともに､ これらの効果を盛り込んだ中期的な収支見込みを立てる必要がある｡

�) 今後の増収対策としては､ 統合情報システムを活用し､ 診療科別コスト計算に基づく経営分析の活用を確立した

うえで､ 診療科全体を通じた診療業務の合理化を実施すること｡

�) 費用削減対策としては､ 委託契約や材料購入契約において､ 市場動向の調査や保守委託等に見られる特命随意契

約の再検討等により､ 可能な限り競争入札を実施するなど競争原理を働かせ､ さらなる経費の節減に努める必要が

ある｡

) これまで､ 薬剤の院外処方が推進されてきたが､ 一方､ 薬剤業務が外来､ 入院調剤の基本的な業務から服薬指導､

薬歴管理業務など薬の適正使用を通じて患者の医療の質的向上と安全の確保を重視したものに変化している｡

こうしたなかで､ 薬剤師の人員配置はいかにあるべきか､ 効率的な業務運営のあり方を考慮の上検討されたい｡

� 湖陵病院

湖陵病院は､ 県の精神医療の基幹的病院として､ 救急医療システムのセンター的機能を有し､ 児童及び老人の専用

病棟､ 作業療法を行うリハビリテーション科のほか､ 通院患者の社会復帰のための指導・訓練を行うデイケア施設や

義務教育施設等を設置するなど特色のある県内唯一の公立の精神神経科単科病院である｡

また､ 平成��年度に予定されている新病院 ｢島根県立こころの医療センター (仮称)｣ の開設に向けてＰＦＩ方式

による整備を進めることとしている｡

当年度の総収益は��億�����万円余で､ 前年度に比べて�����万円余 (△���％) の減となったが､ 総費用も前年度に

比べて�億�����万円余 (△����％) の減となり､ ��億�����万円余であった｡

その結果､ 当年度の純利益は���万円余となり､ 当年度未処理欠損金は��億�����万円余となった｡

医業収益は､ ��億�����万円余で､ 前年度に比べ�����万円余 (△���％) の減となった｡ 医業費用については��億

�����万円余で､ 給料及び退職給与金等の減少により､ 給与費が大幅に減額し､ 前年度に比べ�億�����万円余 (△����

％) の減となった｡

しかしながら､ 国の総医療費抑制策が続く中､ 病院経営は更に厳しくなってくることが予想される｡ また､ 一般会

計からの負担のあり方も見直すこととされており､ こうした厳しい状況の中で､ 平成��年度にはＰＦＩ方式を導入し

た新病院が開院されるが､ 今後､ 次の点を踏まえた対策を講ずる必要がある｡

�) 湖陵病院においては､ ｢島根県立病院 (第�次) 経営健全化計画｣ を受けて平成��年�月に ｢第�次経営健全化

推進プラン｣ を策定し経営健全化に取り組むこととしているが､ このプランは具体的方策を盛り込んだ内容となっ

ていない｡ 新病院開院までの間も､ 経営基盤の更なる強化が必要であると思われるので､ 人員体制を中心とした経

費削減対策や増収対策､ 職員の意識改革等に関し､ 県の計画を踏まえ具体的な金額・数値目標を設定し､ 早急に取

号外第号 平成��年�月��日(�)
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り組むこと｡

�) 平成��年度の平均在院日数は前年度の���日から���日と短縮されており､ ｢ (第�次) 経営健全化計画｣ の目標

を達成しているが､ 入院患者の在院期間の構成は､ �年未満が�	
�％､ �年以上�年未満が��
�％であり､ �年以

上は		
�％となっている｡

従って､ 今後も新規入院患者の長期化を防止する努力と長期在院患者の退院促進に向けた努力を更に続けられた

い｡

また､ 長期在院患者の早期退院・社会復帰対策については､ 平成�	年度からリハビリテーション､ ディケアの推

進を中心とした総合リハビリテーション・パイロット事業に取り組んでおり､ 平成��年度は一定の成果をあげてい

るところであるが､ その結果としての退院先は家庭､ 施設が主なものとなっている｡

就労､ 復職､ 復学等についても地域の福祉関係機関等との更なる連携のもと､ その促進に努められたい｡

�) 新病院は､ 病床数が現在の���床から�	�床となる予定であり､ 今後退院支援を進め､ 段階的に病床・病棟数を減

少させることとしている｡ 従って､ 職員の新たな配置計画が必要となってくるが､ 未だ策定されていない｡ 平成

��年度の開院を控え職員の配置計画を早急に策定し､ 病床・病棟数の減少に合わせて､ 職員の定数削減を計画的・

段階的に行っていくこと｡

) 新病院建設後は病床数の減少に加えて､ 企業債の償還金､ 運営経費の増大等が予想される｡ また､ 前述のように､

今後､ 一般会計からの負担のあり方も見直されようとしている｡

そうした､ 厳しい状況を踏まえ､ 償還計画､ 数値目標を設定し､ ＰＦＩ導入の効果を充分発揮しながら､ 収支計

画を含めた具体的な新病院の経営計画を早急に樹立すること｡

�) ＰＦＩ方式により新病院建設を民間事業者に委ねた場合､ 財政負担見込額が削減されることや民間事業者の創意

工夫や柔軟な発想が活かされることにより新しい精神病院づくりが期待できるとされている｡

従って､ 整備に当たっては限られた予算の中､ 現場の意見を充分尊重し､ 患者の立場に立った機能を備えるよう､

事業者と緊密に連携し､ 外部の意見も聞きながら進める必要がある｡

� 病院全事業

�) 病院事業においては､ 平成��年�月に ｢島根県立病院 (第�次) 経営経営健全化計画｣ を策定し､ それぞれの病

院でも ｢経営健全化推進プラン｣ を策定して､ 経営健全化に取り組んできた結果､ 平成��年度においては一定の成

果もあったところである｡

しかしながら､ 本県においては､ 地方交付税等の大幅な削減により､ 県の財政状況が益々厳しくなる中で､ 病院

事業においても､ 更なる経営努力が求められている｡

従って､ 今後､ 両病院の共通の課題である､ 職員の定数削減､ 部門別原価計算の推進､ 委託契約の見直し等に更

に積極的に取り組み､ 単年度の資金収支の均衡が図られるような､ 第二次経営健全化計画を早急に策定されたい｡

�) 医療費の個人負担分未収金については両病院とも､ �年以上経過した長期滞納金が年々累増している｡ 病院とし

ても対応要綱の策定や対策チームの編成等を行い電話督促､ 分納誓約､ 連帯保証人の設定等により未収金収納対策

に努めているところであるが､ 依然として長期滞納金は減少していない｡

ついては､ 両病院の共通の課題として連携し､ 滞納者個々の実態把握に努めるなど実効性のある未収金対策に取

り組まれたい｡

�) 平成��年度は､ 行政改革の中で､ 諸手当の見直しに取り組み､ 病院においては､ 医師手当については改善された

が､ その他の病院業務従事手当等の特殊勤務手当についても､ 引き続き､ その必要性､ 支給額等について検討され

たい｡

) 本県においては､ 新行政システム推進計画の中で､ 組織のスリム化を目指し､ 外部委託や事務事業見直しにより

定員削減を行うこととしており､ 中央病院においても､ 平成��年度臨床検査技師や医療技術員などの削減が行われ

た｡

しかしながら､ 中央病院は更なる経営の安定化のために､ 湖陵病院は新病院開院を控え､ 定員削減による経費節

減は必要であると思われるので､ 調理業務の外部委託を含め､ 更なる業務の効率化・事務事業見直しが考えられる

号外第号 平成��年�月��日 (�)
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ものは､ 定員削減計画を策定し積極的に取り組まれたい｡

� � � � � � � � 	

��������	
��

地方自治法 (昭和��年法律第��号) 第���条第�項の規定により､ 平成��年��月��日に島根県議会で認定された平成��

年度島根県公営企業会計決算を､ 監査委員の意見と併せて､ 次のとおり公表する｡

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

平成��年度島根県電気事業決算報告書

� �������

収 入

支 出

号外第	号 平成��年�月��日(�
)

区 分

予 算 額

決 算 額
予算額に比
べ決算額の
増 (△) 減

備 考
当初予算額 補正予算額

地方公営企業
法第��条第�
項の規定によ
る支出額に係
る財源充当額

合 計

円 円 円 円 円 円
第款 電気事業収益 �������������� ���������� ���������������������������� ����������

第項 営 業 収 益 ����������


△ �������


 
���

�

��


�������������△ ����
�����仮受消費税及び地方消費税 ����������円

第�項 財 務 収 益 ��
�


 ����


 
 ����


 ������� ������

第�項 事業外収益 ������


 �������


 
 ���

��


 ���������� ��
����仮受消費税及び地方消費税 ������円

計 �������������� ���������� ���������������������������� ����������

区 分

予 算 額

決 算 額

地方公営
企業法第
��条第�
項の規定
による繰
越額

不 用 額 備 考
当初予算額 補正予算額

予備費

支出額

流用増
(△)減
額

地方公営
企業法第
��条第�
項の規定
による支
出額

小 計

地方公営
企業法第
��条第�
項の規定
による繰
越額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
第款 電気事業費用

第項 営 業 費 用

第�項 財 務 費 用

第�項 事業外費用

第	項 予 備 費
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� ��������	

収 入

支 出

資本的収入額が資本的支出額に不足する額�����������円は､ 減債積立金�����������円､ 過年度分損益勘定留保資金

��	�
������円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額����������円で補てんした｡

号外第�号 平成�
年月��日 (��)

区 分

予 算 額

決 算 額

予算額に比

べ決算額の

増 (△) 減

備 考
当初予算額 補正予算額 小 計

地方公営
企業法第
��条の規
定による
繰越額に
係る財源
充当額

継続費逓
次繰越額
に係る財
源充当額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円
第�款 資 本 的 収 入

第�項 企 業 債

第項 投資回収金

第�項 補 助 金

第�項 雑 収 入
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�
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���������

仮受消費税及び地方
消費税 �����
�円

計 
�������� ���������� ���
����� � � ���
����� ��
��

�� ����
��

区 分

予 算 額

決算額

翌年度繰越額

不用額 備 考
当初予算額 補正予算額

予
備
費
支
出
額

流
用
増
△�
減
額

小 計

地方公営企
業法第��条
の規定によ
る繰越額

継
続
費
逓
次
繰
越
額

合 計

地方公営企
業法第��条
の規定によ
る繰越額

継
続
費
逓
次
繰
越
額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
第�款 資 本 的 支 出

第�項 建 設 改 良 費

第項 投 資

第�項 企業債償還金

第�項 予 備 費
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島 根 県 報

平成��年度島根県電気事業損益計算書

(平成��年�月�日から平成��年�月��日まで)

号外第�号 平成��年	月

日(�
)

科 目 金 額

� � � � �

� 水 力 電 力 料

� 風 力 発 電 電 力 料

� 渇 水 準 備 金 引 当

� そ の 他 営 業 収 益

� � � � �

� 水 力 発 電 費

� 風 力 発 電 費

� 送 電 費

� 一 般 管 理 費

営 業 利 益

	 
 � � �

� 受 取 利 息 及 び 配 当 金

�  � � � �

� 国 庫 支 出 金 益

� 雑 収 益

� 
 � � �

� 支 払 利 息

�  � � � �

� 雑 支 出

� � � �

� � � � � �

� � � � � � � � � �

����� �����

円
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���������


�������

円

��
���������

�������
�
��

�������
�

��������

円

!"#$%%"$&&'

( )*$+'!$*#%

+&!$#)+$+,'

+&!$#)+$+,'

*##$!%!

+&"$'',$",)



島 根 県 報

平成��年度島根県電気事業剰余金計算書

(平成��年�月�日から平成��年�月��日まで)

号外第�号 平成��年	月

日 (��)

科 目 金 額

(利 益 剰 余 金 の 部)

Ⅰ � � � � �

� 前 年 度 末 残 高

	 前 年 度 繰 入 額

� 当 年 度 処 分 額

� 当 年 度 末 残 高

Ⅱ � � � 	 � � �

� 前 年 度 末 残 高

	 前 年 度 繰 入 額

� 当 年 度 処 分 額

� 当 年 度 末 残 高

Ⅲ 
 � �  � � �

� 前 年 度 末 残 高

	 前 年 度 繰 入 額

� 当 年 度 処 分 額

� 当 年 度 末 残 高

積 立 金 合 計

Ⅳ � � � � � � � �

� 前年度未処分利益剰余金

� 前年度利益剰余金処分額

� 減 債 積 立 金

	 開 発 改 良 積 立 金

� 地 域 振 興 積 立 金

繰越利益剰余金年度末残高

� 当 年 度 純 利 益

当年度未処分利益剰余金

(資 本 剰 余 金 の 部)

Ⅰ � � � � �

� 前 年 度 末 残 高

	 前 年 度 処 分 額

� 当 年 度 発 生 額

� 当 年 度 処 分 額

� 当 年 度 末 残 高

Ⅱ � � � � � � � �

� 前 年 度 末 残 高

	 前 年 度 処 分 額

� 当 年 度 発 生 額

� 当 年 度 処 分 額

� 当 年 度 末 残 高

翌 年 度 繰 越 資 本 剰 余 金

円
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島 根 県 報

平成��年度島根県電気事業剰余金処分計算書

号外第�号 平成��年�月��日(��)

科 目 金 額

� � � � � � � � 	 
 � �

 � 	 
 � � � � �

� 減 債 積 立 金

� 開 発 改 良 積 立 金

� 地 域 振 興 積 立 金

� � � � � � � 	 
 � �

円
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島 根 県 報

平成��年度島根県電気事業貸借対照表

(平成��年�月��日)

号外第�号 平成��年�月		日 (��)

科 目 金 額

(資 産 の 部)

� � � � �

� � � 	 � � � �

� 水 力 発 電 設 備

イ 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

ロ 無 形 固 定 資 産

� 風 力 発 電 設 備

イ 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

ロ 無 形 固 定 資 産

� 送 電 設 備

イ 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

� 業 務 設 備

イ 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

ロ 無 形 固 定 資 産

� � � 	 � � � � 
 �

� 	 � � � � �

� そ の 他 事 業 外 固 定 資 産

イ 有 形 固 定 資 産

� 	 � � � � � 
 �

 � � � �

� 新浜田川発電所建設事業費

� 飯梨川第一水力発電設備改良事業費

� 志津見発電所建設事業費

� 建 設 準 備 仮 勘 定

 � � � � 
 �

� �

� 長 期 貸 付 金

� � 
 �

� � � � 
 �

� � � � �

� 現 金 預 金

� 未 収 金

� � � � 
 �

� � 
 �

円
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島 根 県 報号外第�号 平成��年�月��日(��)

(負 債 の 部)

� � � � �

� 引 当 金

イ 退 職 給 与 引 当 金

ロ 修 繕 準 備 引 当 金

ハ 渇 水 準 備 引 当 金

引 当 金 合 計

� � � � � �

� 	 
 � �

� 未 払 金

� 未 払 費 用

� そ の 他 流 動 負 債

	 
 � � � �

� � � �

(資 本 の 部)

� �  �

� 自 己 資 本 金

イ 繰 入 資 本 金

ロ 組 入 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

� 借 入 資 本 金

イ 企 業 債

借 入 資 本 金 合 計

�  � � �

� � � �

� 資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金

ロ そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

� 利 益 剰 余 金

イ 開 発 改 良 積 立 金

ロ 地 域 振 興 積 立 金

ハ 当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

� � � � �

�  � �

� � �  � �

����	
�	
�

�
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島 根 県 報

平成��年度島根県工業用水道事業決算報告書

� ���������

収 入

支 出

号外第�号 平成��年�月��日 (��)

区 分

予 算 額

決 算 額
予算額に比
べ決算額の
増 (△) 減

備 考
当初予算額 補正予算額

地方公営企業
法第��条第�
項の規定によ
る支出額に係
る財源充当額

合 計

円 円 円 円 円 円
第	款 工業用水道事業収益

第	項 営 業 収 益

第�項 営 業 外 収 益

	
����
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△ �
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仮受消費税及び地方消費税 
���
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計 	
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�����


 	
�������� �
�����

区 分

予 算 額

決 算 額

地方公営
企業法第
�条第�
項の規定
による繰
越額

不 用 額 備 考
当初予算額 補正予算額

予備費

支出額

流用増

(△)減

額

地方公営
企業法第
��条第�
項の規定
による支
出額

小 計

地方公営
企業法第
�条第�
項の規定
による繰
越額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
第	款 工業用水道事業費用

第	項 営 業 費 用

第�項 営 業 外 費 用
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島 根 県 報

� ��������	

収 入

支 出

資本的収入額が資本的支出額に不足する額����������円は､ 過年度分損益勘定留保資金����������円及び当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額�		�	��円で補てんした｡

号外第
号 平成��年�月��日(�	)

区 分

予 算 額

決 算 額

予算額に比

べ決算額の

増 (△) 減

備 考
当初予算額 補正予算額 小 計

地方公営
企業法第
��条の規
定による
繰越額に
係る財源
充当額

継続費逓
次繰越額
に係る財
源充当額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円
第款 資 本 的 収 入

第項 企 業 債

第�項 長 期 借 入 金

第�項 補 助 金
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� ������

�

△ �������

△ 	��

計 
����
�������
����� �����
���������� � ��������� �����
�
�� ������

区 分

予 算 額

決算額

翌年度繰越額

不用額 備 考
当初予算額 補正予算額

流
用
増
△�
減
額

小 計

地方公営企
業法第��条
の規定によ
る繰越額

継
続
費
逓
次
繰
越
額

合 計

地方公営企
業法第��条
の規定によ
る繰越額

継
続
費
逓
次
繰
越
額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
第款 資 本 的 支 出

第項 建 設 改 良 費

第�項 企 業 債 償 還 金

第�項 長期借入金償還金
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島 根 県 報

平成��年度島根県工業用水道事業損益計算書

(平成��年�月�日から平成��年�月��日まで)

号外第�号 平成��年	月

日 (��)

科 目 金 額

� � � � �

� 給 水 収 益

� そ の 他 営 業 収 益

� � � � �

� 原 水 及 び 浄 水 費

� 送 配 水 費

� 総 係 費

� 減 価 償 却 費

� 資 産 減 耗 費

� � 	 


� � � � � �

� 受 取 利 息 及 び 配 当 金

� 他 会 計 補 助 金

� 雑 収 益

 � � � � �

� 支払利息及び企業債取扱諸費

� 雑 支 出

� � 	 


� � � � 	 


� � � � � � 	 �

� � � � � � � 	 �
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島 根 県 報

平成��年度島根県工業用水道事業剰余金計算書

(平成��年�月�日から平成��年�月��日まで)

号外第�号 平成��年	月

日(
�)

科 目 金 額

(利 益 剰 余 金 の 部)

Ⅰ � � � � � � �

� 前 年 度 末 残 高

	 前 年 度 繰 入 額

� 当 年 度 処 分 額

� 当 年 度 末 残 高

積 立 金 合 計

Ⅱ � 	 �

� 前 年 度 未 処 理 欠 損 金

� 前 年 度 欠 損 金 処 理 額

繰 越 欠 損 金 年 度 末 残 高

� 当 年 度 純 損 失

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

(資 本 剰 余 金 の 部)

Ⅰ 
 � �  � � �

� 前 年 度 末 残 高

	 前 年 度 処 分 額

� 当 年 度 発 生 高

� 当 年 度 処 分 額

� 当 年 度 末 残 高

Ⅱ � � � � �

� 前 年 度 末 残 高

	 前 年 度 処 分 額

� 当 年 度 発 生 高

� 当 年 度 処 分 額

� 当 年 度 末 残 高

Ⅲ � � � � �

� 前 年 度 末 残 高

	 前 年 度 処 分 額

� 当 年 度 発 生 高

� 当 年 度 処 分 額

� 当 年 度 末 残 高

Ⅳ � � � � � �

� 前 年 度 末 残 高

	 前 年 度 処 分 額

� 当 年 度 発 生 高

� 当 年 度 処 分 額

� 当 年 度 末 残 高

円
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島 根 県 報

平成��年度島根県工業用水道事業欠損金処理計算書

号外第�号 平成��年�月��日 (��)

Ⅴ � � � � � � � �

� 前 年 度 末 残 高

� 前 年 度 処 分 額

� 当 年 度 発 生 高

� 当 年 度 処 分 額

	 当 年 度 末 残 高

翌 年 度 繰 越 資 本 剰 余 金


���
���

�

�

�

	
��	
��

�
���
���
���

科 目 金 額

� � � � � � � � � �

� � � � � � �

� � � �  ! � � �

円

	��
��"
�	"

�

	��
��"
�	"



島 根 県 報

平成��年度島根県工業用水道事業貸借対照表

(平成��年�月��日)

号外第�号 平成��年�月		日(		)

科 目 金 額

(資 産 の 部)

� � � � �

� � � � � � �

� 	 
 � �  � � � �

イ 土 地

ロ 建 物

建物減価償却累計額

ハ 構 築 物

構築物減価償却累計額

ニ 機 械 及 び 装 置

機械及び装置減価償却累計額

ホ 工 具 器 具 及 び 備 品

工具器具及び備品減価償却累計額

� � 
 � �  � � � �

イ 土 地

ロ 建 物

建物減価償却累計額

ハ 構 築 物

構築物減価償却累計額

ニ 機 械 及 び 装 置

機械及び装置減価償却累計額

ホ 工 具 器 具 及 び 備 品

工具器具及び備品減価償却累計額

� � � �

イ 土 地

ロ 建 物

建物減価償却累計額

ハ 構 築 物

構築物減価償却累計額

ニ 機 械 及 び 装 置

機械及び装置減価償却累計額

ホ 車 両 運 搬 具

車両運搬具減価償却累計額

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品

工具器具及び備品減価償却累計額

� � � � � � � �

� � � � � �

イ 八戸川工業用水道建設事業費

ロ 神戸川工業用水道建設事業費

円


�����
	�

���
��
	

���
��
����

�����
����

�	����

�


��	�	��
�

�������

��
����	�

��
�
�
���


�������

�����������

���������

�����	�����	

����
	���
�

��

����

����	����

����
�����

���������

��	����

	����

������

	�����

��	�
�


�����

������
�

�������

円

	�������	

���	���
�

�	
������

�����	�	�

	������

���
�����	


���������

��	�
������
�

���������	��

��			����

���
	����

���
����

��������

�	����

	
���

�	��	�	

��
�
���	����

��

��	����

円

��	���������

円



島 根 県 報号外第�号 平成��年�月��日 (��)

ハ 飯梨川工業用水道電気設備費

ニ 飯梨川工水改良設備費

� � � � � � �

� � 	 
 � � �

江 の 川 工 業 用 水 道 設 備

イ 水 利 権

業 務 設 備

イ 電 話 加 入 権

ロ ソ フ ト ウ ェ ア

� 	 
 � � � � �


 � � � � �

 � � � �

� 現 金 預 金

� 未 収 金

� � � � � �

� � � �

(負 債 の 部)

� 
 � � �

� 他会計借入金 ( 負債 )

イ 一般会計借入金 (負債)

� � � � � � � �

� 引 当 金

イ 退 職 給 与 引 当 金

ロ 修 繕 準 備 引 当 金

� � � � �


 � � � � �

� � � � �

� 未 払 金

� そ の 他 流 動 負 債

� � � � � �

� � � �

(資 本 の 部)

� � � �

� 自 己 資 本 金

イ 繰 入 資 本 金

ロ 組 入 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

� 借 入 資 本 金

イ 企 業 債

ロ 他 会 計 借 入 金

借 入 資 本 金 合 計

� � � � �

���	
����

�	�
�
����

�
������
�

������

��
����

�
������


����������

��������

��������

����������

��������
����

���
������	��

��	�����
����

�
��������

���	����

��������

�
������
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&���!%#�!!#

�����"��"&�!�'

� ��!! �%��

�&�$"%�%&&

��!�! #�!''

'�%""�%"�� "%



島 根 県 報号外第�号 平成��年�月��日(��)

� � � �

� 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額

ロ 工 事 負 担 金

ハ 国 庫 補 助 金

ニ 他 会 計 補 助 金

ホ そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

� 利 益 剰 余 金

イ 建 設 改 良 積 立 金

ロ 当年度未処理欠損金

利 益 剰 余 金 合 計

� � � � �

� � � �

	 
 � � � �

����	�
��

����������

�������	����


�
����
�����

	���	�
��

�	�
������

	�������	

�������������

△����������

�����������

��������������

�������������



島 根 県 報

平成��年度島根県水道事業決算報告書

� ���������

収 入

支 出

号外第�号 平成��年�月��日 (��)

区 分

予 算 額

決 算 額
予算額に比
べ決算額の
増 (△) 減

備 考
当初予算額 補正予算額

地方公営企業
法第��条第�
項の規定によ
る支出額に係
る財源充当額

合 計

円 円 円 円 円 円
第	款 水道事業収益

第	項 営 業 収 益

第�項 営業外収益

	
��
��	
���

�
���
���


���
���


� 	
��	
���

△ ��
���


��
���


�





	
���
���
���

�
���
���


���
���


	
���
�	�
���

�
���
��
���

���
��
���


	��
���

�
��
���

�
���
���

仮受消費税及び地方消費税 ��
��
���円

仮受消費税及び地方消費税 ��
���円

計 	
��
��	
����	
��	
��� �	
���
���
���	
���
�	�
��� 
	��
���

区 分

予 算 額

決 算 額

地方公営
企業法第
��条第�
項の規定
による繰
越額

不 用 額 備 考
当初予算額 補正予算額

予備費

支出額

流用増

(△)減

額

地方公営
企業法第
��条第�
項の規定
による支
出額

小 計

地方公営企
業法第��条
第�項の規
定による繰
越額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
第	款 水道事業費用

第	項 営 業 費 用

第�項 営業外費用

	
��
�
���

���
���


���
���


� �
���
���

△ �
���


��
���


�





�





�





	
	��
�	�
���

���
���


���
���


�





	
	��
�	�
���

���
���


���
���


	
	��
�	�
���

���
�
���

���
��
���

�





��
���
���

��
���
���

��
���
���

仮払消費税及び地方消費
税 ��
���
���円
仮払消費税及び地方消費
税 ���
���円

計 	
��
�
�����
���
��� � � �	
	��
�	�
��� �	
	��
�	�
���	
	��
�	�
��� � ��
���
���



島 根 県 報

� ��������	

収 入

支 出

資本的収入額が資本的支出額に不足する額�����������円は､ 減債積立金�����������円､ 過年度分損益勘定留保資金

�	������	��円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額����
��
��円で補てんした｡

号外第�号 平成��年�月��日(�	)

区 分

予 算 額

決 算 額

予算額に比

べ決算額の

増 (△) 減

備 考
当初予算額 補正予算額 小 計

地方公営企
業法第�	条
の規定によ
る繰越額に
係る財源充
当額

継続費
逓次繰
越額に
係る財
源充当
額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円
第款 資 本 的 収 入

第項 企 業 債

第�項 出 資 金

第�項 長 期 借 入 金

第�項 補 助 金

第�項 負 担 金

第�項 雑 収 入


�����������

���
���������

���	���������

�����
�����

������	�
����

��
��������

�����

�����������

△	����������

△��	��������

△ �
��������

△�����������

△ 
���������

�������

�������������

�������������

�����������

�����������

�����������

�����������

�������

�����������

����������

�����������

�������

�����������

�

�

�

�

�

�

�

�

�

����
��������

�������������

�������������

��	���	����

�������������

�����������

�������

�������������

����
��������

�������������

����	����	�

���
���������

�����������

�������

���
��������

△ ����������

△ ����������

△ �
������
	

△ ����������

△ 

�	������

���

仮受消費税及び
地方消費税 �円

計 
���������������������� ������������������������ � ����
�������� ����������������
��������

区 分

予 算 額

決 算 額

翌年度繰越額

不用額 備 考
当初予算額 補正予算額

流
用
増
△�
減
額

小 計

地方公営企
業法第�	条
の規定によ
る繰越額

継
続
費
逓
次
繰
越
額

合 計

地方公営企
業法第�	条
の規定によ
る繰越額

継
続
費
逓
次
繰
越
額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
第款 資 本 的 支 出

第項 建 設 改 良 費

第�項 企 業 債 償 還 金

第�項 長期借入金償還金

������������


��	���
�����

���	���������


�	����

������������

△�����	
����

△�����������

�

�

�

�

�


������������


�
����������

�		��������


�	����

�����������


�����	����

�

�

�

�

�

�


�����������


�	���	������

�		��������


�	����


����������


������������

�		��	��	��


����		

�
���������

�����������

�

�

�

�

�

�

�
���������

�����������

�

�

�����
�
��

�	�	�����	

��
��

�
�

仮払消費税及び地方消
費税 ���������	�円

計 ������������������������ �
����������������������� �
�����������
�����������
��������� ��
��������������
�
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島 根 県 報

平成��年度島根県水道事業損益計算書

(平成��年�月�日から平成��年�月��日まで)

号外第�号 平成��年	月

日 (
�)

科 目 金 額

� � � � �

� 給 水 収 益

� そ の 他 営 業 収 益

� � � � �

� 原 水 及 び 浄 水 費

� 送 配 水 費

� 総 係 費

� 減 価 償 却 費

� 資 産 減 耗 費

� � 	 �


 � � � � �

� 受 取 利 息 及 び 配 当 金

� 他 会 計 補 助 金

� 受 託 工 事 収 益

� 雑 収 益

� � � � � �

� 支払利息及び企業債取扱諸費

� 受 託 工 事 費

� 雑 支 出

 � 	 �

� � � � 	 �

� � � � � 	 � � � �

������	����

円

������������

�������

���
������

��������

����������


�����
���

���
����

������

��������

���������

�������


����������

���������

��
����
�

円

������������

������
����


���������

����������

円
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島 根 県 報

平成��年度島根県水道事業剰余金計算書

(平成��年�月�日から平成��年�月��日まで)

号外第�号 平成��年	月

日(
�)

科 目 金 額

(利 益 剰 余 金 の 部)

Ⅰ � � � � �

� 前 年 度 末 残 高

	 前 年 度 繰 入 額

� 当 年 度 処 分 額

� 当 年 度 末 残 高

Ⅱ � � � 	 
 � � �

� 前年度未処分利益剰余金

� 前年度利益剰余金処分額

� 減 債 積 立 金

繰越利益剰余金年度末残高

� 当 年 度 純 利 益

当年度未処分利益剰余金

(資 本 剰 余 金 の 部)

Ⅰ  � � � � � �

� 前 年 度 末 残 高

	 前 年 度 処 分 額

� 当 年 度 発 生 高

� 当 年 度 処 分 額

� 当 年 度 末 残 高

Ⅱ � � � � �

� 前 年 度 末 残 高

	 前 年 度 処 分 額

� 当 年 度 発 生 高

� 当 年 度 処 分 額

� 当 年 度 末 残 高

Ⅲ � � � � �

� 前 年 度 末 残 高

	 前 年 度 処 分 額

� 当 年 度 発 生 高

� 当 年 度 処 分 額

� 当 年 度 末 残 高

Ⅳ � � � � � �

� 前 年 度 末 残 高

	 前 年 度 処 分 額

� 当 年 度 発 生 高

� 当 年 度 処 分 額

� 当 年 度 末 残 高

翌 年 度 繰 越 資 本 剰 余 金

円
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島 根 県 報

平成��年度島根県水道事業剰余金処分計算書

号外第�号 平成��年�月��日 (��)

科 目 金 額

� � � � � � � � 	 
 � �

 � 	 
 � � � � �

� 減 債 積 立 金

� � � � � � � 	 
 � �

円

���	


	




円

�����������

�����������

�������



島 根 県 報

平成��年度島根県水道事業貸借対照表

(平成��年�月��日)

号外第�号 平成��年�月		日(�
)

科 目 金 額

(資 産 の 部)

� � � � �

� � � � � � �

� 	 
 � �  �

イ 土 地

ロ 建 物

建物減価償却累計額

ハ 構 築 物

構築物減価償却累計額

ニ 機 械 及 び 装 置

機械及び装置減価償却累計額

ホ 車 両 運 搬 具

車両運搬具減価償却累計額

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品

工具器具及び備品減価償却累計額

� � 
 � �  �

イ 土 地

ロ 建 物

建物減価償却累計額

ハ 構 築 物

構築物減価償却累計額

ニ 機 械 及 び 装 置

機械及び装置減価償却累計額

ホ 車 両 運 搬 具

車両運搬具減価償却累計額

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品

工具器具及び備品減価償却累計額

� � 
 � �  �

イ 構 築 物

構築物減価償却累計額

� �  �

イ 土 地

ロ 建 物

建物減価償却累計額

ハ 構 築 物

構築物減価償却累計額

ニ 機 械 及 び 装 置

機械及び装置減価償却累計額

ホ 車 両 運 搬 具

円

�����������

������			

�����
����

�
���������

	�	�	�
	
���

������������
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島 根 県 報号外第�号 平成��年�月��日 (��)

車両運搬具減価償却累計額

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品

工具器具及び備品減価償却累計額

有 形 固 定 資 産 合 計

� 建 設 仮 勘 定

イ 斐伊川水道建設事業費

ロ 飯梨川水道改良設備費

ハ 飯梨川水道電気設備費

ニ 江の川水道移転事業費

� � � � � � �

� � 	 
 � � �

飯 梨 川 水 道 設 備

イ 水 利 権

江 の 川 水 道 設 備

イ 水 利 権

ロ 電 話 加 入 権

業 務 設 備

イ 電 話 加 入 権

ロ ソ フ ト ウ ェ ア

� 	 
 � � � � �


 � � � � �

 � � � �

� 現 金 預 金

� 未 収 金

� � � � � �

� � � �

(負 債 の 部)

� 
 � � �

� 他 会 計 借 入 金 ( 負 債 )

イ 電 気 会 計 借 入 金

他 会 計 借 入 金 ( 負 債 ) 合 計

� 引 当 金

イ 退 職 給 与 引 当 金

ロ 修 繕 準 備 引 当 金

引 当 金 合 計


 � � � � �

� � � � �

� 未 払 金

� 未 払 費 用

� そ の 他 流 動 負 債

� � � � � �

� � � �
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島 根 県 報号外第�号 平成��年�月��日(��)

(資 本 の 部)

� � � �

� 自 己 資 本 金

イ 繰 入 資 本 金

ロ 組 入 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

� 借 入 資 本 金

イ 企 業 債

ロ 他 会 計 借 入 金

借 入 資 本 金 合 計

� � � � �

� � 	 �

� 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額

ロ 工 事 負 担 金

ハ 国 庫 補 助 金

ニ 他 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

� 利 益 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

� 	 � � �

� � � �


 � � � � �
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島 根 県 報

平成��年度島根県宅地造成事業決算報告書

� ���������

収 入

支 出

号外第�号 平成��年�月��日 (��)

区 分

予 算 額

決 算 額
予算額に比
べ決算額の
増 (△) 減

備 考
当初予算額 補正予算額

地方公営企業法
第��条第	項の
規定による支出
額に係る財源充
当額

合 計

円 円 円 円 円 円
第
款 土地造成事業収益

第
項 営 業 収 益

第�項 営 業 外 収 益

		
��
���

���������

���������

�
���
���

���������

���������

�

�

�

	
���
���

����������

��������

	�
���
���

��������

���������

� �
���
���

△ �������

△ �������

計 		
��
��� �
���
��� � 	
���
��� 	�
���
���� �
���
���

区 分

予 算 額

決 算 額

地方公営
企業法第
�条第�
項の規定
による繰
越額

不 用 額 備 考
当初予算額 補正予算額

予備費

支出額

流用増
(△)減
額

地方公営
企業法第
��条第	
項の規定
による支
出額

小 計

地方公営
企業法第
�条第�
項の規定
による繰
越額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
第
款 土地造成事業費用

第
項 営 業 費 用

第�項 営 業 外 費 用

��
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����������

���������
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����������

���������
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���
���

����������

��������

�

�
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�	�

�������

���������

計 ��
	
��� �
�	�
��� � � � 	�
�	�
��� � 	�
�	�
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��� � 	
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島 根 県 報

� ��������	

収 入

支 出

資本的収入額が資本的支出額に不足する額����������円は､ 減債積立金�������円､ 建設改良積立金�		����円､ 過年度

分損益勘定留保資金�
��������円及び当年度分損益勘定留保資金	��������円で補てんした｡

号外第�号 平成��年月		日(��)

区 分

予 算 額

決 算 額

予算額に比

べ決算額の

増 (△) 減

備 考
当初予算額 補正予算額 小 計

地方公営企
業法第	
条
の規定によ
る繰越額に
係る財源充
当額

継続費
逓次繰
越額に
係る財
源充当
額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円
第�款 資 本 的 収 入

第�項 長期借入金

第項 補 助 金


���
����

�����������

�������

� ��������

△ ����������

△ �����


���

���

�����������

�������

�

�

�

�

�

�


���

���

�����������

�������


�����

�

�����������

�������

� �����

△ 
���
	

���

計 
���
����� �������� 
���

��� � � 
���

��� 
�����

�� �����

区 分

予 算 額

決 算 額

翌年度繰越額

不用額 備 考
当初予算額 補正予算額

流
用
増
△�
減
額

小 計

地方公営企
業法第	
条
の規定によ
る繰越額

継
続
費
逓
次
繰
越
額

合 計

地方公営企
業法第	
条
の規定によ
る繰越額

継
続
費
逓
次
繰
越
額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
第�款 資 本 的 支 出

第�項 土 地 造 成 費

第項 企 業 債 償 還 金

第�項 長期借入金償還金

����
����

�	��
	����

�
��
�	����

�

��������

△ 	��������

���		�����
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�����������
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島 根 県 報

平成��年度島根県宅地造成事業損益計算書

(平成��年�月�日から平成��年�月��日まで)

号外第�号 平成��年	月

日 (��)

科 目 金 額

� � � � �

� 宅 地 売 却 収 益

� � � � �

� 宅 地 売 却 原 価

� 一 般 管 理 費

� � 	 


� � � � � �

� 受 取 利 息 及 び 配 当 金

� 雑 収 益

 � � � � �

� 雑 支 出

� � � �

� � � � � �

� � � � � � � � � �

�����������

円

��������
�

����
����

�������

��
����
�

���������

������
�

円

��������
�

����������

����
����

������
�

�

� !!" �#!

! $%$ #&&

' '$' �!%

' '$' �!%

�#& �$& &($

�#! !)! %$"



島 根 県 報

平成��年度島根県宅地造成事業剰余金計算書

(平成��年�月�日から平成��年�月��日まで)

平成��年度島根県宅地造成事業剰余金処分計算書

号外第�号 平成��年	月

日(��)

科 目 金 額

(利 益 剰 余 金 の 部)

Ⅰ � � � � �

� 前 年 度 末 残 高

	 前 年 度 繰 入 額

� 当 年 度 処 分 額

� 当 年 度 末 残 高

Ⅱ � � � 	 � � �

� 前 年 度 末 残 高

	 前 年 度 繰 入 額

� 当 年 度 処 分 額

� 当 年 度 末 残 高

積 立 金 合 計

Ⅲ 
 � �  � � � �

� 前年度未処分利益剰余金

� 前年度利益剰余金処分額

� 減 債 積 立 金

繰越利益剰余金年度末残高

� 当 年 度 純 利 益

当年度未処分利益剰余金

(資 本 剰 余 金 の 部)

Ⅰ � � � � � �

� 前 年 度 末 残 高

	 前 年 度 処 分 額

� 当 年 度 発 生 高

� 当 年 度 処 分 額

� 当 年 度 末 残 高

翌 年 度 繰 越 資 本 剰 余 金

円

�

������

������


��������

�



����

������

�����
��
��

�

�

�

円

�

����������

����������

�����������

�������

�����������

���������

���������� 

�����������

�����������

科 目 金 額

! " # $ 
 � � � � �

%  � � � � � � &

� 減 債 積 立 金

' ( # $ ) *  � � � �

円

������

円

���������� 

�������

���������� 



島 根 県 報

平成��年度島根県宅地造成事業貸借対照表

(平成��年�月��日)

号外第�号 平成��年�月		日 (��)

科 目 金 額

(資 産 の 部)

� � � � �

� 投 資

イ 年 賦 未 収 金

投 資 合 計

� � � � � �

� 	 
 � �

� 未 成 宅 地

イ 江島工業団地造成事業費

ロ 江津地域拠点工業団地造成事業費

ハ 旭拠点工業団地造成事業費

未 成 宅 地 合 計

	 
 � � � �

 � � � �

� 現 金 預 金

� 未 収 金

� � � � � �

� � � �

(負 債 の 部)

� � � � �

� 引 当 金

イ 退 職 給 与 引 当 金

引 当 金 合 計

� � � � � �

� � � � �

� 未 払 金

� � � � � �

� � � �

(資 本 の 部)

� � � �

� 自 己 資 本 金

イ 組 入 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

� 借 入 資 本 金

イ 企 業 債

ロ 他 会 計 借 入 金

借 入 資 本 金 合 計

� � � � �

円
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島 根 県 報

平成��年度島根県公営企業会計決算について監査委員の審査意見

� 審査の結果

審査に付された各事業会計の決算報告書及び附属資料は､ 地方公営企業法等関係法令に基づいて作成されその計数は

正確であり､ 経営に係る事業の管理は､ 地方公営企業の経営原則に従っておおむね適正に行われているものと認めた｡

� 審査意見

� 電気事業会計

電気事業について､ 水力発電事業は､ ��発電所 (��発電機) を経営し､ 認可最大出力�����	
�で電力を供給して

いるが､ 当年度は新たに平成��年�月から隠岐大峯山において認可最大出力��		
�で風力発電所が営業運転を開始

した｡

当年度の水力発電事業は�億�����万
��余の電力量を供給したが､ これは前年度に比べて���万
��余 (����％)

の増であった｡

当年度の総収益は､ 降雨量にも恵まれ発電量が増加し､ また､ 新たに風力発電所が営業運転を開始したこと等によ

り��億����万円余となり､ 前年度に比べて���	�万円余 (��％) 増加し､ 総費用は人件費が減少したこと等により��

億�����万円余で､ 前年度に比べて��	�	万円余 (△���％) 減となった｡

その結果､ 当年度の純利益は�億����万円余となり､ 前年度に比べ�����万円余 (���	％) の増加となり､ 平成�

年度以来�年ぶりに����万円余の渇水準備引当金を積むことができた｡

しかしながら､ 今後とも規制緩和､ 官民の役割分担の見直し等電気事業を取り巻く経営環境はますます厳しさを増

すものと思われるため､ 次の点に留意し事業を行っていく必要がある｡

�) 電気料金の低廉化を目的に平成�年に電気事業法が改正され､ 電力は自由化されたが､ 暫定的措置として公営電

気の属する卸分野である県営水力発電所は､ 平成��年度までは電力受給基本契約を締結し､ 供給先を確保している｡

しかしながら､ 今後とも電気事業を取り巻く環境は厳しさを増すものと予想されるので､ 事務事業の改善など徹

底したコスト削減を行い､ 経営の効率化に努められたい｡

また､ 次期 (平成��年､ �年) 売電価格が本年度中に決定される見込みであるが､ 適正な利益の確保を目指して

積極的に働きかけられたい｡

�) 平成��年度において､ 島根県企業局�	周年記念事業として地域振興に寄与することを目的に､ 地域振興積立金を

取り崩して ｢洛中洛外図屏風 (誓願寺本)｣ を�億����	万円で購入し､ 島根県立美術館に年額������			円で貸し出

し展覧に供している｡

号外第�号 平成��年�月��日(�)

� � � �

� 資 本 剰 余 金

イ 他 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

� 利 益 剰 余 金

イ 建 設 改 良 積 立 金

ロ 当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

� � � � �

� � � �

	 
 � � � �

��	�������

�	������	�

���	����

��	�������

������	���	

���������

����������

����������



島 根 県 報

この賃貸額について､ 県民に還元するという購入の趣旨に照らし､ 有償､ 無償を含めその適正なあり方について

検討されたい｡

� 工業用水道事業会計

工業用水道事業は､ 飯梨川工業用水道事業､ 江の川工業用水道事業､ 神戸川工業用水道建設事業及び八戸川工業用

水道建設事業を行っている｡

飯梨川工業用水道事業は､ 日量�������の給水能力を持ち､ 県東部の��事業所に給水を行っている｡ 売水率は����

％となっているが､ 平成	年度の���
％以降低下傾向にある｡

江の川工業用水道事業は､ 日量�������の給水能力を持ち､ 江津地域拠点工業団地の�事業所に対し給水を行って

いる｡ 売水率は､ 昨年度より低下し���％と極めて低い状況である｡

神戸川工業用水道建設事業及び八戸川工業用水道建設事業は､ それぞれ志津見ダム､ 八戸ダムにダム使用権を確保

しているのみで､ 専用施設整備は未着手の建設仮勘定の事業である｡

当年度の総収益は�億
���万円余で､ 給水量の減少などにより前年度に比べて�����万円余 (△���％) 減となり､

総費用は�億����
万円余で､ 前年度に比べて�����万円余 (△���％) 減となった｡

その結果､ 当年度は前年度と比べ若干少ない��
��万円余の純損失となり､ 当年度未処理欠損金は､ �億���万円余

となった｡

現在稼働中の�事業の当年度末の企業債及び一般会計借入金の未償還残高は､ ��億�����万円余 (企業債利息含

む｡ ) となっている｡

また､ 建設仮勘定の神戸川工業用水道建設事業及び八戸川工業用水道建設事業の当年度末の企業債及び一般会計借

入金の未償還残高は､ ��億�����万円余 (企業債利息含む｡) となり､ これに稼働中のものを合わせた工業用水道事業

会計の企業債及び一般会計借入金の未償還残高は､ ��億�����万円余 (企業債利息含む｡) となっている｡

施設別にみると､ 飯梨川工業用水道事業は､ 平成��年度から純損失が続いていたが､ 当年度は�
万円余の純利益と

なった｡

江の川工業用水道事業は､ 売水率が低いため純損益は営業開始以降連続して純損失となっており､ 当年度も��

�

万円余の純損失となった｡

工業用水道を巡る環境は､ 産業構造の変化､ 企業の水使用に対する姿勢の変化 (工業用水の再利用等)､ 景気低迷

による企業立地の伸び悩みなど厳しいものがあるが､ 次の点に留意し事業を行っていく必要がある｡

�) 稼働中の施設については､ 売水率の向上と一層の経営の効率化､ 合理化が図れるよう引き続き努力する必要があ

るが､ 既存企業からの新たな需要を掘り起こすなど､ 民間団体等の協力も得て需要増に向けたあらゆる努力を傾注

すること｡ 特に､ 江の川工業用水道事業は､ 給水先が平成	年に契約した�事業所のみであり､ その後､ 新規契約

がない状態が続き､ 売水率は依然として��％に満たない状態である｡

このため､ 知事部局と一体となって新たな水需要につながる企業の誘致戦略を検討すること｡

�) 神戸川工業用水道建設事業は､ 志津見ダム本体の建設が着手され､ 平成��年度の供用開始に向けて､ いよいよ事

業計画等の検討が必要となる｡

しかし､ 現在､ 工業団地の具体的な建設計画が明確になっていない｡ また､ 供給計画においても新規工業団地に

進出する企業を含めて日量
�����となっているが､ 具体的な企業の進出及び需要見込みは不透明である｡

今後､ 企業へのアンケート調査の実施などによる的確な需要予測に基づいて､ 公営企業として適切な事業計画を

策定し事業を実施すること｡

� 水道事業会計

水道事業は､ 飯梨川水道事業､ 江の川水道事業及び斐伊川水道建設事業を行っている｡

飯梨川水道事業は､ 日量�������の給水能力を持ち､ 県東部の�市�町に給水を行っているほか､ 水需給が逼迫し

ている八雲村及び玉湯町に対し斐伊川水道事業の施設を使用して特例的に給水を行っている｡ 売水率は､ 年々向上し

て
���％となり施設能力の上限に近づきつつある｡

江の川水道事業は日量�������の給水能力を持ち､ 県西部の�市�町に給水を行っている｡ 売水率は､ ����％と低
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く､ 営業開始直後に比べ向上はしているが､ 大きな伸びのないまま推移している｡

斐伊川水道建設事業は､ 斐伊川・神戸川治水事業の主要施設である尾原ダムを水源とし､ 日量�������の給水能力

で､ 東部�市�町�村に給水を行うために建設中の事業である｡ 水道専用施設の整備に係る事業費���億円余が見込

まれる大型事業であり､ 財源は､ 企業債､ 国庫補助金､ 一般会計出資金などである｡ 平成	�年度までに

	億円余の

事業費が投下された結果､ 事業進捗率は､ 事業費ベースで��％､ 送水管延長ベースで��％となっている｡

当年度の総収益は	�億��
万円余で､ 料金改定や水道料金の平準化の措置による料金収入の減少などにより前年

度に比べて�億����万円余 (△��％) 減となり､ 総費用は		億
����万円余で､ 前年度に比べて�億����万円余

(△	��	％) 減となった｡

その結果､ 当年度の純利益は�億���	万円余となり､ 前年度に比べて����万円余 (���％) の増加となった｡

現在稼働中の�事業の当年度末の企業債の未償還残高は､ 	億��

�万円余 (企業債利息含む｡) となっている｡

また､ 建設中の斐伊川水道建設事業の当年度末の企業債及び一般会計借入金の未償還残高は､ 	��億���
	万円余

(企業債利息含む｡) となり､ これに稼働中のものを合わせた水道事業会計の企業債及び一般会計借入金の未償還残高

は､ 	�億���
万円余 (企業債利息含む｡) となっている｡

施設別にみると､ 飯梨川水道事業は､ 昭和��年度から引続き純利益を計上しており､ しかも最近は年々増加傾向に

ある｡ 当年度は�億�����万円余の純利益となった｡

江の川水道事業は平成年度から引続き純利益を計上しており､ 当年度は�億	����万円余の純利益となった｡

これら飯梨川・江の川水道事業の純利益については､ 建設改良に係る企業債の償還に充てている｡

水道事業を巡る状況は､ 県東部に水需給の逼迫した地域がみられるが､ 一般的には､ 人口の減少､ 節水型社会への

移行等により､ 今後水需要の大幅な伸びは期待できない状況にある｡ このようなことを踏まえ､ 次の点に留意し事業

を行うとともに､ 早期に中・長期の経営計画を策定すること｡

�) 飯梨川水道事業は､ 順調な経営が続いているが､ 引き続き経営の効率化､ 合理化に努力しなければならない｡ そ

の一方で､ 施設の老朽化､ 耐震化を含めた施設整備､ 河床の低下などの課題を抱えており､ 施設の改良・更新計画

も見据えた経営を行うこと｡

�) 江の川水道事業は､ 売水率の向上という大きな課題を抱えているが､ ここ数年改善されていない｡ また､ 売水率

が低いため､ 水道料金の単価が割高になるという悪循環に陥っている｡

単価抑制策については､ これまでに一般会計からの補助金の交付や企業局としても低利率の企業債への借換えに

よる単価引き下げの努力が行われてきたところであるが､ 当年度から水道料金の平準化のための新たな措置が講じ

られたところである｡

今後とも､ 徹底した経費節減等単価低減につながる最大限の経営努力を行うこと｡

一方､ 売水率向上対策については､ 関係市町とともに協議されてきており､ 江津市においては､ 平成	�年度に市

内の一部の簡易水道を上水道に切り替えるなどの対策が講じられようとしているが､ 企業局としても､ これまでに

も増して売水率向上対策を講じる必要がある｡

�) 建設中の斐伊川水道建設事業は､ 多額の投資を要する大規模事業である｡

斐伊川水道の供給単価については､ 現在供給開始後��年間の平均供給単価は､ �トン当たり	�円程度と試算さ

れている｡ 企業局としては､ 的確な需要に応じたろ過池の計画的な施工等事業費の抑制の検討がなされているとこ

ろである｡ 多額の投資は､ 割高な水道料金を招くことから効率的な事業の遂行に努める必要があり､ 一層の経費節

減や適正な職員の配置などを行うとともに､ 関係市町村の水需要に対応した適切な事業実施を図ること｡

� 宅地造成事業会計

宅地造成事業は､ 江島工業団地造成事業､ 江津地域拠点工業団地造成事業及び旭拠点工業団地造成事業を行ってい

る｡

当年度は､ 前年度のような新規企業への売却はなかったものの､ 江島工業団地では境港管理組合へ	����㎡､ 
��

万円余､ 江津地域拠点工業団地では､ 既存企業へ新たに��������㎡､ �����万円余 (平成
�年までの分割納付)､ 県水

道事業へ��	�
㎡､ 	�万円余の売却があった｡
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また旭拠点工業団地においては､ 今年度は売却はなかったものの､ 平成��年��月に基本協定を締結した一社 (������

㎡) と引き続き交渉中である｡

当年度の総収益は��	
�万円余で､ 前年度に比べて�億	����万円余 (△��	％) 減少し､ 総費用は���	�万円余で､

前年度に比べて�億	�	
	万円余 (△���％) 減となった｡

その結果､ 当年度の純利益は���万円余となり前年度に比べて��万円余 (△���％) 減となり､ 当年度未処分利益

剰余金は�億
����万円余となった｡

この事業は､ 借入金 (企業債)､ 補助金等を財源に工業団地を造成し､ 団地の売却収益で企業債の償還を行うこと

となっているが､ 団地の分譲が進まず企業債の償還に見合う売却収益が上がらないため､ 不足分は一般会計からの借

入金によって企業債の償還を行っている｡

なお､ 宅地造成事業会計の当年度末の企業債及び一般会計借入金の未償還残高は��億
�		�万円余 (企業債利息含

む｡) に達している｡

それぞれの団地の工場用地に対する分譲率 (以下 ｢分譲率｣ という｡) は､ 江島工業団地では���％で､ 江津地域

拠点工業団地で�	
％及び旭拠点工業団地�	％で極めて厳しい現状では､ 企業債の償還財源の確保が今後とも困難

となることが予想されるため､ 次の取り組みが必要である｡

�) 江島工業団地の当年度末の分譲率は���％となっているが､ ����	�㎡が未売却で残されている｡

永年の懸案であった江島大橋が平成��年秋に開通することにより､ 今後ますます環日本海時代における西日本の

物流拠点としての価値が高まると思われるので､ 一層の売却の促進に向けて働きかけを図られたい｡

�) 旭拠点工業団地は､ 当年度は売却はなかったものの､ 基本協定を締結した一社と引き続き交渉中であり､ 今後誘

致の実現へ向け努力されたい｡

なお､ 景気が低迷するなかで､ 他用途利用への働きかけが行われたが､ 今後とも知事部局及び地元自治体と連携

して､ 売却に向けより一層の促進を図られたい｡

�) 当年度未処分利益剰余金は�億
����万円余となっているが､ 過去��年以上も�億円を超える多額の資金が毎事

業年度に処分されることなく翌年度に繰り越されてきているが､ この有効な活用を図るべく適切に処分されたい｡

� 企業局全事業

�) 地方公営企業を取り巻く環境は､ 行財政改革の推進､ 規制緩和等大きく変化してきており､ 抜本的な見直しが求

められている｡ こうした中､ 本県企業局の各事業の課題を整理し､ そのあり方について､ 企業局経営計画策定会議

で検討が進められているが､ 早急に外部の有識者を含めた ｢企業局あり方検討委員会 (仮称) ｣ を設置し､ 今後の

企業局のあり方について抜本的な見直しを図られたい｡

�) 本県においては､ 新行政システム推進計画の具体的取組として定員削減等が行われているが､ 企業局においても

既に斐伊川水道建設事務所の廃止・統合等改善がなされつつあるが､ 引き続きその趣旨を踏まえ職員の定数削減な

ど人件費総額の抑制について努力されたい｡

�) また､ 退職手当等諸手当の見直しを行っているが､ 企業局においては､ 特殊勤務手当として業務手当 (日額) が

全職員に支給されており､ この手当の支給について､ 引き続きその必要性､ 支給額等について検討されたい｡

�) 企業局の事業を実施するため､ 企業債を発行してきたが､ その償還については一部一般会計から毎年借り入れて

おり､ その借入金残高は､ �	億円余に達している｡

一方､ 当年度末現在､ 企業局全事業合計で
�億円余の内部留保資金を保有している｡

ついては､ 可能な限り一般会計から借り入れることなくこの内部留保資金を活用されたい｡
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